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序     文 
 

サウディ・アラビア王国においては、人口増加率が年率3.4％と高いこと、また労働力の56％が

外国人労働者に占められていることから、将来若年層の失業問題が顕在化することが懸念されて

います。サウディ･アラビア王国政府は、開発計画のなかでも「労働力のサウディ人化（サウダイ

ゼーション）」を目標の１つに掲げており、国際協力事業団は1974年から、特に電子技術分野に的

を絞ってサウディ人の技術教育に対する協力を実施してきました。 

このようななかで、サウディ･アラビア王国政府はこれまでの協力の成果を全国の工業高校に普

及することを目的とした教員研修センターを開設し、同センター職員の電子技術・教育手法向上

のための技術協力を要請してきました。 

これを受けて当事業団は、1998年５～６月に事前調査団を派遣し、６月８日にミニッツの署名

を取り交わして、同年８月から３年間にわたる専門家チーム派遣「電子技術教育開発センター」

の技術協力を開始しました。 

このたび、協力期間の終了後、長期専門家が継続して協力を実施している状況を踏まえ、これ

までの成果をサウディ･アラビア王国側評価チームと合同で評価するため、2002年１月26日から 

２月６日まで、当事業団専門技術嘱託 谷川 和男氏を団長とする終了時評価調査団を現地に派

遣しました。 

本報告書は、同調査団の調査・評価結果を取りまとめたものです。 

ここに、調査の任にあたられた調査団各位、並びにご協力頂きました外務省、文部科学省、在

サウディ・アラビア王国日本大使館、その他関係機関の方々に心から感謝の意を表し、今後のご

支援をお願いする次第です。 

 

平成14年７月 

 

国際協力事業団 
理事  望月  久 











略語一覧 
 

EEDC Electronic Education Development Center 

 （電子技術教育開発センター） 

GOTEVT General Organization for Technical Education and Vocational Training 

 （技術教育・職業訓練庁） 

JICA Japan International Cooperation Agency 

 （国際協力事業団） 

TEDT Technical Education Development and Training Center 

 （現職教員研修センター） 



評価調査結果要約表 
 

Ⅰ．案件の概要 

国名：サウディ・アラビア 案件名：「電子技術教育開発センター」 

分野：技術教育・職業訓練 援助形態：専門家チーム派遣 

所轄部署：アフリカ・中近東・欧州部 
中近東・欧州課 

協力金額（評価時点）：約１億9,000万円 

(Ｒ／Ｄ)：1998年６月８日 先方関係機関：技術教育・職業訓練庁 協力期間 

(延長)：なし 日本側協力機関：国際協力事業団 

１．協力の背景と概要 
「サ」国では、人口増加率が高いこと、外国人労働者が多いことから将来の失業問題が懸

念されており、技術教育・職業訓練に関する協力は同国への援助重点分野となっている。本
協力は、電子技術分野について、工業高校教員に対する研修を実施する「電子技術教育開発
センター（EEDC）」の職員に対し、電子技術の指導、研修実施に関する教育手法の指導を行
うものである。 
 

２．協力内容 
(1) 上位目標 
・「サ」国全国の工業高校で、適切な指導方法・教材に基づいた教育が行われる。 
・「サ」国において、「労働力のサウディ人化（サウダイゼーション）」が促進される。 

(2) プロジェクト目標 
・電子技術教育に関する教育手法・教材がEEDCにおいて開発される。 
・上記手法、教材に基づいた教員研修がEEDCにおいて継続的に実施される。 

(3) 成 果 
・EEDCの運営管理体制が整備される。 
・EEDCの教育用機材の適切な維持管理が促進される。 
・カウンターパートの電子技術分野における技術が改善される。 
・カウンターパートの電子技術分野における教育手法が改善される。 
・電子技術における適切な教材が開発される。 

(4) 投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣 4名 機材供与  2,900万円 
短期専門家派遣 10名 ローカルコスト負担 7,200万円 
研修員受入れ 16名 

相手国側： 
カウンターパート配置 4名 土地・施設提供 

Ⅱ．評価調査団の概要 

調 査 者 （担当分野：氏名  職位） 
団長／総括：谷川  和男 JICA専門技術嘱託 
技術教育 ：佐藤  義雄 文部科学省初等中等教育局調査官 
教育行政 ：金子  忠利 文部科学省初等中等教育局係長 
計画評価 ：吉田  耕平 JICAアフリカ・中近東・欧州部中近東・欧州課職員 
評価分析 ：気賀沢 恒和 (財) 海外職業訓練協会職員 

調査期間 2002年１月26日～２月６日 評価種類：終了時評価 



Ⅲ．評価結果の概要 

１．評価結果の要約 
(1) 妥当性 

上位目標及びプロジェクト目標は電子技術教育の教育手法・教材の開発、ひいては前記
の工業高校の質向上を狙って設定されており、これは「サ」国の第６次・第７次５か年計
画にあげられている政策「労働力のサウディ人化（サウダイゼーション）」に合致してい
る。 

(2) 有効性 
カウンターパートによる研修の実施、アラビア語教材の作成など、プロジェクト目標は

一定以上達成されているといえる。しかしながら、EEDCの技術系職員は４名と非常に少
ないため、より目標の達成度を高めるためにも職員増員が望まれる。 

(3) 効率性 
日本側からは専門家14名、機材の供与、「サ」側からはローカルコストや土地・施設の

提供など、双方から成果達成のための十分な投入が行われた。しかし、研修が予定どおり
に実施されない場合があるなど、投入を最大限に生かし切れていない面もみられた。 

(4) インパクト 
多くの工業高校教員がEEDC主催の研修・レクチャーを受講しており、EEDCで開発され

た技術・教材の普及が期待できる。また、アラビア語のテキストが作成され配布を予定さ
れていることから、本チーム派遣の成果が「サ」国全国に普及することが期待できる。 

(5) 自立発展性 
EEDCの目的は「サ」国の政策に合致しており、同センターに対する政策的なサポート

は今後も期待される。また、これまでのローカルコスト負担の実績をみても、財政的なサ
ポートも同様に期待できるため、自立発展性は高いと考えられる。 
 

２．効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 
・技術教育に関する協力であるという目標が、「サ」国の政策に合致しており、「サ」国政
府から政策的・財政的なサポートを得ることができた。 

(2) 実施プロセスに関すること 
・日本側、「サ」側双方から、成果に結びつく十分な投入が成された。 
・カウンターパートが熱心に技術習得に取り組んでおり、技術指導が円滑に進んだ。 
 

３．問題点及び問題を惹起した要因 
(1) 計画内容に関すること 
・特になし。 

(2) 実施プロセスに関すること 
・センターの運営に未熟な点があり、当初の予定どおりの日程で研修が実施されないこと
があった。 

・EEDCの職員数が少なく、仮に現在のカウンターパートが離職した場合には、技術の定
着に不安がある。 

 
４．結 論 
・専門家、カウンターパートの活動を中心に協力は順調に進められており、「サ」国政府か
らの評価も高い。 



５．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
・現在の職員数（４名）では同センターの今後の発展に支障があるものと予想されるため、
将来的にEEDCの職員数を増加することが、技術の定着や分野拡大のために望まれる。 

・引き続き教員研修が同センターで実施され、また同センターで作成された教材が配布され
ることで、技術の普及が期待される。 

 
６．教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運
営管理に参考となる事柄） 
・技術教育に関する協力においては、技術面だけではなく、研修に参加する教員の積極性・
創造性・教育技能を伸ばすことが重要である。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

サウディ・アラビア王国（以下、「サ」国と記す）における技術者育成分野への協力として、1998

年８月１日から３年間実施されてきた専門家チーム派遣「電子技術教育開発センター」に関し、

「サ」国関係機関との協議・現地調査及び資料収集を実施し、活動実績、協力の妥当性・有効性・

効率性・インパクト・自立発展性等について評価を行った。 

なお、本チーム派遣の協力期間はミニッツ上、1998年８月１日から2001年７月までとなってい

るが、長期専門家の派遣期間が継続されていること、今後短期専門家１名の派遣が予定されてい

ることなどから、評価対象期間を「ミニッツに記載されている３年間及び長期専門家の派遣期間

終了まで」とした。ただし、チーム派遣における４名のうち、１名（電気通信分野）は調査時点

で既に帰国済みであり、３名の長期専門家が活動を継続していた。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

 (1) 調査団の構成 

調査団構成は以下のとおり。 
 
 氏 名 業 務 所  属 

１ 谷川  和男 団長／総括 JICA専門技術嘱託 

２ 佐藤  義雄 技術教育 文部科学省初等中等教育局調査官 

３ 金子  忠利 教育行政 文部科学省初等中等教育局係長 

４ 吉田  耕平 計画評価 JICAアフリカ・中近東・欧州部中近東・欧州課職員 

５ 気賀沢 恒和 評価分析 （財）海外職業訓練協会職員 
 
なお、評価分析担当の気賀沢団員は往路経由地（ロンドン）で体調を崩したため、途中帰

国した。 
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 (2) 調査期間 

調査期間は2002年１月26日から２月６日まで（12日間）。 
 

日   程 

日順 月日 曜 谷川団長 
佐藤団員 
金子団員 

吉田団員 気賀沢団員 

１ １/26 土 12:00 成田→15:45 ロンドン（JL401）（ロンドン泊） 

２ １/27 日 10:40 ロンドン→19:45 リヤド（SV110） ロンドンに残り、30日
の便で帰国 

３ １/28 月 （AM） 
 

（PM） 

JICAサウディ・アラビア事務所にてミーティング 
技術教育・職業訓練庁（GOTEVT）表敬 
電子技術教育開発センター（EEDC）にて先方との協議 

４ １/29 火 （AM） 
（PM） 

EEDCにて先方との協議 
｢リヤド電子技術学院」視察 

５ １/30 水 （AM） 
（PM） 

EEDCにて先方との協議 
リヤド技術短期大学視察 

６ １/31 木 ミニッツドラフト作成 

７ ２/１ 金 ミニッツドラフト作成及びドラフトのGOTEVTへの提示 

（AM） 
（PM） 

ミニッツ最終版作成 
ミニッツ署名、日本大使館への報告 

８ ２/２ 土 

夜空港へ移動 空路アブハへ移動 
（アブハ泊） 

 

９ ２/３ 日 ２:00 リヤド→６:20 
ロンドン（BA262）、 

12:10 ロンドン→ 

アシール山地ビャク
シン林視察 
空路リヤドへ移動 

10 ２/４ 月 ９:01 東京（BA005） 専門家との打合せ等 
夜空港へ移動 

 

11 ２/５ 火  ２:00 リヤド→６:20
ロンドン（BA262）、 

12:10 ロンドン→ 

 

12 ２/６ 水  ９:01 東京（BA005）  

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

「サ」国では、人口増加率が非常に高いこと（年率3.4％）、労働力の約６割が外国人労働者で

あることなどから、将来若年層の失業問題が顕在化することが懸念されている。このため、「サ」

国は2000年に発表した「第７次５か年計画」のなかで「労働力のサウディ人への置き換え（サウ

ダイゼーション）」を重要政策の１つと位置づけ、技術教育・職業訓練庁（General Organization for 
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Technical Education and Vocational Training：GOTEVT）を中心に技術者育成分野に力を注いでい

る。なお、GOTEVTは人的資源の計画的・能率的開発遂行を目的として、1980年に関係省庁の整

備・統合により発足した機関である。 

国際協力事業団（Japan International Cooperation Agency：JICA）は同分野に対して、以下のよ

うな協力を実施してきた。 

 

(1) プロジェクト方式技術協力「リアド電子技術学院」 

電子技術分野の中堅技術者育成を目標とする学院に対する協力。1974年に事前調査が開始

され、長期間にわたる協議・打合せを経て1989年６月12日に討議議事録（Record of Discussions：

Ｒ／Ｄ）が署名された。工業高校レベルの学院に対してカリキュラム策定や教材作成面での協

力を実施し、1994年３月31日の協力終了後には同学院を短期大学にレベルアップさせること

を念頭に置いたフォローアップ協力を1996年９月30日まで行った。 

 

(2) プロジェクト方式技術協力「リアド技術短期大学電子工学技術教育改善計画」 

上記プロジェクト方式技術協力及びフォローアップの成果を受け、短期大学の電子工学科

に対する協力を実施し、カリキュラム策定や教材作成面での協力を行った。1997年３月５日

にＲ／Ｄ署名。協力は1997年４月１日から2001年３月31日の期間で行った。 

なお、(1)と(2)の間に、短大昇格の準備として３名の専門家が個別専門家の形で派遣され

ている。 

 

(3) チーム派遣「電子技術教育開発センター」 

電子技術教育開発センター（Electronic Education Development Center：EEDC）の構想は、

上記(1)のプロジェクト方式技術協力の成果を踏まえ、上記(2)のプロジェクト方式技術協力

と並行して進められてきたもので、「サ」国全国の工業高校に電子技術教育のノウハウを普及

することを目的としている。同センターは1997年10月にGOTEVTの総裁より認可を受けて発

足し、工業高校教員に対する研修等の実施を行っている。 

JICAは、1998年３月に教育・人づくり要請背景調査団を「サ」国に派遣し、同センターへ

の協力（チーム派遣）の姿勢を示した。続いて同年６月に事前調査団を派遣し、６月８日に

協力期間を３年（1998年８月１日から2001年７月31日）としてミニッツに署名を行った。 

協力は４名の長期専門家（センター開発・電気通信・工業電子・コンピューター技術）と

長期専門家をサポートする短期専門家、及び関連する本邦研修（国別特設研修「技術教育」

及び「工業教育」）によって実施され、EEDC職員であるカウンターパートに対し、電子分野

の技術移転及び教育手法の移転を行ってきた。チーム派遣協力開始後１年以上経ってから派
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遣された長期専門家もおり、ミニッツ上の協力期間を過ぎた現在でも３名の長期専門家（電

気通信を除く３名）が現地で協力を継続している。また、短期専門家１名を2002年度中に派

遣の予定であり、国別特設研修「工業教育」についても第３回目が2003年度に実施されるこ

ととなっている。 

なお、チーム派遣後に実施された、若しくは要請がなされている関連プロジェクトは以下

のとおり。今回の調査では以下の案件について約束を交わすことはしなかったものの、今後

のプロジェクトのための教訓を明らかにすることを念頭に置き調査を行った。 

 

(4) 在外開発調査「技術教育・職業訓練の能率的・効果的な改善を図る調査」 

2000年度に要望があげられた開発調査「技術教育・職業訓練マスタープラン」は、「サ」国

の現在及び将来の産業構造を踏まえ、どのような技術をもつ人材が求められ、そのためにど

のような技術・職業訓練が望まれるのかを示すための調査であったが、口上書交換が進まな

かったために調査が実施されなかった。このため、同調査を在外開発調査に切り替え、2002

年１～３月にかけて実施した。同調査の結果は以下に述べる現職教員研修センター（Technical 

Education Development and Training Center：TEDT）の構想に生かされる予定。 

 

(5) 現職教員研修センター 

以上の成果を踏まえ、GOTEVTは分野・研修受講者の対象を拡大（分野については８分野、

研修受講者は工業高校教員・短期大学教員・職業訓練センター教員）したTEDTを設立する

ことを予定している。日本に対し、TEDTへの協力が要請されており、現在検討中である。 
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第２章　終了時評価の方法

２－１　PDME

評価調査はプロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）手

法を用いて実施した。その主な手順は以下のとおりである。

・本チーム派遣のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）と

しては、事前調査時に作成されたものがあったものの、埋められていない欄もあり、実際の

活動も同PDMに沿うことを念頭に実施されているわけではなかった。このため、最終年度

に専門家チーム・JICAサウディ･アラビア事務所が評価のためのPDME（PDM for Evaluation）

の案を作成した。同案には、成果の欄に活動が記載されている、活動主体や成果を享受する

主体が明記されていない部分があるなどの問題点が散見されたため、中近東・欧州課で修正

版を作成し、専門家チーム・JICAサウディ･アラビア事務所にも了解をとった。完成したPDME

については付属資料を参照。

・評価調査団は終了時評価に先立ち、PDMEに基づいて調査項目･調査手法等を簡潔に表す評

価グリッドを作成した。

２－２　主な調査項目と情報・データ収集方法

上記PDME及び評価グリッドに沿って、本チーム派遣に関するデータ及び関連する情報を集め

た。基本的資料としては協力開始時のミニッツ、専門家派遣・研修員受入れ・機材供与の実績、

専門家報告書等がある。また、派遣中専門家・カウンターパート・研修に参加した教員・当該教

員の所属する工業高校校長に、JICAサウディ･アラビア事務所を通じて事前に配布した。しかし

ながら、チーム派遣のカウンターパートからの回答は回収できたものの、工業高校の教員・工業

高校校長からは、時間的余裕がなかったこともあり、回答を得ることができなかった。このため、

工業高校教員に対しては調査期間中に現地でインタビューを実施し、質問表に対する回答を得た。

集められたデータ・情報を基に、「評価５項目」による評価を行った。評価５項目とは妥当性・

有効性・効率性・インパクト・自立発展性を指し、それぞれ以下の視点からプロジェクトを評価

するものである。

　(1) 妥当性

妥当性は、プロジェクトの目標が受益者のニーズと合致しているか、援助国側の政策と日

本の援助政策との整合性はあるかといった「援助プロジェクトの正当性」を問う視点である。

PDMでは主にプロジェクト目標や上位目標に着目し、それら目標が開発政策や受益者のニ

ーズに合っているか、日本の援助事業としての妥当性があるかなどをみる。
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(2) 有効性 

プロジェクトの実施により、本当にターゲットグループへ便益がもたらされているかを検

証し、当該プロジェクトが有効であるかを判断するもの。PDMでは、プロジェクト目標が期

待どおりに達成されているかと、それが成果の結果もたらされたものであるかをみることに

なる。 

 

 (3) 効率性 

プロジェクトが、資源の有効活用という観点から効率的であったかを検証するもの。PDM

では、投入と成果の関係性をみることになる。 

 

 (4) インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的な波及効果をみるもの。プロ

ジェクト計画時に予期しなかった正・負のインパクトも含む。PDMでは、上位目標が期待ど

おりに達成されているかと、それがプロジェクト目標達成の結果としてもたらされたもので

あるかをみることになる。また、プロジェクト目標から上位目標への外部条件の影響もイン

パクトをみる視点となる。 

 

 (5) 自立発展性 

援助が終了してもプロジェクトで発現した効果が持続しているかどうかを検証するもの。

PDMでは、まずプロジェクト目標や上位目標に着目し、プロジェクトがもたらした直接・間

接的効果が終了後一定期間経ても持続して発現し続けるかをみる。 
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第３章 調査結果 
 

(1) プロジェクトの目標達成度について 

「EEDCにおいて、電子技術教育に係る指導方法・教材の開発とともに、それらに基づく教

員研修が実施されるようになる」というプロジェクト目標に従って、カウンターパートに対す

る技術移転は順調に進んでいるものと思われる。PDMに基づく活動実績に係る日本人専門家の

自己評価表によれば、カウンターパートへの技術移転は事業計画どおり進捗しており、その達

成度は各活動目標に対しＢ以上（60～79％）となっている。 

 

(2) カウンターパートへの技術移転について 

本チーム派遣においては、プロジェクトにおける直接の技術移転の対象は、EEDCのカウン

ターパートである。それと同時に間接的なカウンターパートとして、工業高校の電気通信及び

コンピューター関係の教員があげられる。 

本件チーム派遣開始から1998年８月以降2002年２月現在まで、カウンターパートの人数は当

初から４名のみであるが、定着率もよく専門家との連携は良好と思料される。PDMに基づく活

動実績及び技術移転達成度については、専門家による主観評価ではあるが、４指導分野（セン

ター開発、電気通信技術、工業電子技術、コンピューター技術）とも順調と思われる。 

担当別の専門家による自己評価によれば、コンピューター技術分野の技術移転達成度合いは

若干低いが、それでも各活動目標について Ｂ以上（60～79％）をマークしている。 

 

(3) 教員研修・セミナーの開催及び教材の開発について 

教員研修・セミナーは合計33回実施し、約180名の教員がEEDCで教員研修を受講。また、約

430名以上の教員がセミナーに参加した。現在、これらの教員は全国で全10か所にある工業高校

において教鞭を執っている。また、教材開発については16種類のテキストが作成された。その

うち４種類がカウンターパート自身の手によってアラビア語に翻訳されたばかりで、テキスト

として全国10校の工業高校で使用される予定である。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

上位目標及びプロジェクト目標は、「サ」国の第６次・第７次５か年計画にあげられている政

策「労働力のサウディ人化（サウダイゼーション）」に合致している。また、電子技術分野は石

油依存からの脱却を図る「サ」国において、重要な分野と位置づけられており、この点からも

本プロジェクトの目標は妥当であるといえる。 

 

４－１－２ 有効性 

専門家の技術指導及び供与された機材によって、カウンターパートが研修を実施することが

可能となっている。また、専門家によって作成された教材のうち、一部はカウンターパートに

よってアラビア語に翻訳され、まもなく全国の工業高校に配布される予定となっている。以上

の点から、プロジェクトは目標を一定以上達成していると考えられる。しかしながら、カウン

ターパートが４名しかいないことがプロジェクトの遂行に支障を与える可能性もあり、より目

標達成度を高めるためにも、センター職員の増員が望まれる。 

 

４－１－３ 効率性 

日本からは、人選等の問題から多少派遣の遅れがあったものの、専門家による協力が予定ど

おり実施された。また、「サ」側からは専門家への車両の貸与、執務室・電話・パソコンの提供

などを含め、成果に結びつく十分な投入が行われた。しかしながら、研修が予定どおりに実施

されないことがあった（研修の通知の不徹底・準備の遅れなど、運営面での問題が原因）こと

から、投入を十分に生かし切れたとはいえない面がある。 

 

４－１－４ インパクト 

センター設立以降、これまでに約430名の工業高校教員が同センターでの研修・レクチャーに

参加した。また、前述のとおり、専門家によって作成された教材のアラビア語版が作成され、

配布の予定である。これらのことから、センター設立による正の波及効果が期待できる。しか

しながら工業高校の視察の際には、EEDCでの研修を受講した経験のある教員から「研修は興

味深いものであったが、工業高校にはEEDCと同様の教材・機材がないため、研修の成果を授

業に直接生かすことができない」との声が聞かれた。今後EEDCには、研修を継続して開催す

ること、開発されたテキストのアラビア語版の配布など、これまで以上に全国工業高校への教

材・教育手法の普及を意識した活動を行うとともに、工業高校に実際に配備されている教材・
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機材を把握し、実態を踏まえた研修を実施していくことが望まれる。 

 

４－１－５ 自立発展性 

「サ」国においては、石油依存型産業からの脱却のための産業育成を重要課題としており、

特に電子、コンピューター分野における電子系中堅技術者の育成が急務となっている。こうし

たなかで、工業高校における電子系学科の入学定員も急増しているため、電子工学分野におけ

る技術教育・職業訓練に対する社会的なニーズは非常に高いと思われる。 

GOTEVTが近くEEDCを廃止し、発展的に「TEDT」を設立するとする構想を掲げているとの

ことであるが、こうした社会的なニーズに対応しようとする姿勢を反映しているものといえよ

う。 

プロジェクト終了後の自立発展性については、組織面ではGOTEVTというしっかりした組織

が背後に付いている限り、実施機関としてのEEDCの実施能力に問題はないと思われる。カウ

ンターパートの人数が４名と少ないのが気がかりであるが、本プロジェクトを通じて全部で10

校ある工業高校の約180名に上る教員が研修コースを履修したとことや、その他セミナーにも多

くの教員が参加した実績を勘案すると、電気通信及びコンピューター関係教員の技術レベルの

向上には少なからず貢献したものと思われる。今後は、EEDCがこれらの教員に対して新しく

開発された教材の配布などにより、技術的な側面からフォローアップを実施していく予定とな

っている。新しく開発された教材（英語版）は16種類あり、現在４種類がアラビア語への翻訳

を了している。引き続き他の種類についても現地語への翻訳作業が進められているが、近い将

来それらの現地語教材がこれらの工業高校において使用されることが期待されている。 

財務的側面についての持続性については、これまでの実績をもってすれば問題ないと思われ

る。 

カウンターパートの技術的側面については、技術移転もほぼ計画どおり達成されたものと判

断されるので、技術移転が行われた範囲内においては、カウンターパート独自で従来どおりの

教員研修等を実施していくことができるものと考えられる。 

 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

(1) 阻害要因 

・EEDCは「サ」側の施設提供、日本側の機材供与などにより、非常に充実した設備を有

しているものの、センターの事業に関する運営に未熟な点がみられた。このため、当初

予定されていた教員研修が、募集開始の遅れ等の理由から予定どおりに開校されないこ

とがあった。また、研修が中止となったという事実についても、専門家に直前まで知ら

されないということもあった。センターの運営管理体制の確立のために長期専門家によ
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 る協力は行われていたが、同センターにおいて運営のためのスタッフが少なかったこと

が要員となったと考えられる。 

・EEDCの職員数が少なく、各専門家についているカウンターパートも１名ずつという状

況である。工業電子分野については、途中でカウンターパートの交替があったため、専

門家が一度指導した点を、新しいカウンターパートに再度一から指導するということも

行われた。 

 

(2) 促進要因 

・本協力の目的は、電子技術教育の教育手法・教材を「サ」国全国に普及することにあり､

この目的が「サ」国の政策に掲げられている「サウダイゼーション」に合致しているた

めに、「サ」国政府からのサポート・評価を得ることができた。 

・日本側、「サ」側双方から、成果に結びつくだけの十分な投入が成された。 

・カウンターパートが非常に熱心に技術習得に取り組んでおり、専門家による技術指導が

円滑に進んだ。 

 

４－２ 結 論 

電子工学分野における我が国の技術協力は、1974年から「リヤド電子技術学院」に対するプロ

ジェクト方式技術協力を皮切りに、紆余曲折はあったものの現在に至るまで実に27年以上にわた

って実施中である。こうした協力を通じて、同分野に対する技術教育・職業訓練という人づくり

及び電子技術分野の産業育成に貢献してきたものと思料される。先方は本件協力を含め、これま

での長年の協力を日本・「サ」国のシンボリックな架け橋として位置づけ、高く評価している。 

本チーム派遣は2001年７月に終了したが、そのあとも専門家・カウンターパートの活動を中心

に順調に協力が進んでいる。 

2001年度には、431名の工業高校教員がEEDCで研修・レクチャーを受講した。今後これらの教

員が所属校でその成果を伝えること、専門家が作成したテキストのアラビア語版が配布されるこ

とで、EEDCの成果が普及することが期待される。 

今後EEDCは電子教育以外に分野を拡大して、教員研修を実施するセンターに発展することが

期待されている。しかしながら、分野の拡大を進めるためには現状のEEDCにみられるような人

員体制では心許ない。具体的には、現状のような専門家１名につきカウンターパート１名（更に

はそれがほぼすべての職員数）といった体制を改善し、カウンターパートの人数を増員すること

が望まれる。現時点ではカウンターパートの定着率もよく、人員の少なさが大きな問題とはなっ

ていないものの、将来的に人員を増やすことが、分野を拡大するうえでは必要であると思われる。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

1974年以来続けられてきた電子技術分野の協力は、日本・「サ」国の良好な関係に貢献してきた

と考えられる。今後も何らかの形で協力が継続されることが望ましい。 

EEDCにおける将来の自立発展性確保のためにもカウンターパートの絶対数が不足しているの

で、増員の必要性がある。先方は、現在のカウンターパート数は少ないと認めながらも定員の枠

が増えない限りやむを得ないということで、今のところ増員の予定はないとしている。先方の人

事上の問題は理解できるが、調査団より本件についてはEEDCがもっと積極的にGOTEVTに対し

申し入れるべき旨進言した。 

本協力の終了後も、カウンターパートが引き続き電子技術や機材の維持管理に関する技術の向

上を図ることが望まれる。 

EEDCが現状どおり、機材や施設の維持管理を適切に行うことが必要である。特に、コンピュ

ーターが組み込まれた機材が故障した際の修理が今後の課題となると思われる。日常及び定期的

な点検と、適切な保守管理とともに、故障した場合には代理店への早急な通報といった措置が望

まれる。 

GOTEVTからは、既に要請があげられているTEDTに関する協力について、実施を望む旨の言及

があった。TEDTへの協力について何らかの決定を行うことは本調査団の業務ではないが、実施

中の在外開発調査「技術教育・職業訓練の能率的・効果的な改善を図る調査」の結果を踏まえた

うえで、実施を検討することになるものと思われる。 

 

５－２ 教 訓 

電子技術教育分野における教育については、技術的な側面だけではなく、研修に参加する教員

の積極性・創造性・教育技能を伸ばすことが重要であり、評価の際にもこの点を踏まえた視点が

必要となる。 

専門家チーム派遣においては、従来のプロジェクト方式技術協力の調整員にあたる専門家は派

遣されていない。このため、評価にあたっては、それぞれの専門家が効果的な活動を行っていて

も、それを客観的に評価するためのデータ、資料がすぐにはそろわない場合がある。調査団側や

在外事務所が、評価に必要となるデータ、資料の種類について早い段階から専門家に情報を与え、

専門家に作成を依頼することが必要となる。 

本チーム派遣におけるプロジェクト目標は高すぎる設定になっていたと思われる。例えば、「電

子技術教育の指導方法及び教材作成の標準化に資するような指導方法、教材が開発される」とい

う文言については、標準化を達するような協力はとても無理な話なので、今次調査においては、
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PDMEを作成しこれを削除した。チーム派遣といった小規模の協力におけるプロジェクト目標にお

いてはあまり過大な目標設定にならないよう留意すべきである。また、PDMの内容についても、

協力の中間地点等の時期において見直しを行う必要があると思われる。 
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